
国立研究開発法人情報通信研究機構法及び特定通信・放送
開発事業実施円滑化法の一部を改正する等の法律の概要 

１．サイバーセキュリティ演習の実施 

○ 国の行政機関や重要インフラ事業者等におけるサイバーセキュ
リティ演習について、NICTが有するネットワークセキュリティに
関する技術的知見や大規模設備を活用するため、当該演習をNICT
の業務に追加する。 

○ 総務大臣がNICTに係る中長期目標を策定する際等に、サイバー
セキュリティ戦略本部に対し、当該演習に係る部分について意見
を求める旨を規定する。 

○ インターネットに多様かつ多数の物が接続される社会の実現に
資する新たな電気通信技術の開発・実証のための施設（テスト
ベッド）の整備及び膨大なデータの流通に対して重要となる施設
（データセンター）の地域分散化を促進するため、NICTが基金を
活用して行う支援業務に当該整備等に対する助成金交付等の業務
を追加する。 

【国立研究開発法人情報通信研究機構法の改正】 

 高度情報通信ネットワーク社会の形成に寄与するため、国立研究開
発法人情報通信研究機構（NICT）の業務の範囲に、サイバーセキュ
リティ演習及びIoT※の実現に資する新たな電気通信技術の開発等の 
促進に係る業務を追加するほか、廃止期限の到来に伴い、電気通信基
盤充実臨時措置法を廃止する。 

２．IoTの実現に資する新たな電気通信技術の開発等の促進 

３．電気通信基盤充実臨時措置法の廃止 

○ 光ファイバ網の整備等の進展を踏まえ、平成28年５月31日の廃
止期限の到来に伴い、電気通信基盤充実臨時措置法※を廃止する。 

【特定通信・放送開発事業実施円滑化法（NICTの業務特例を規定）の改正】 

※ NICTの業務特例を規定 

施行期日：平成28年５月31日までの間において政令で定める日 

※ IoT：Internet of Things（モノのインターネット）の略 


